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１．はじめに 

近年，異常気象等により，要配慮者利用施設における

警戒避難体制の強化はますます重要となっている。平

成29年６月１日の土砂災害警戒区域等における土砂災

害防止対策の推進に関する法律（以下，「土砂災害防止

法」）の改正により，土砂災害警戒区域内の要配慮者利

用施設の管理者等は，避難確保計画の作成・避難訓練の

実施が義務付けられた。さらに，土砂災害防止法の一部

改正（令和３年５月公布，令和３年７月施行）により要

配慮者利用施設における避難訓練の実施結果について

市町村長へ報告することも義務化された。また，国土交

通省は土砂災害防止法の一部改正を踏まえ，「避難確保

計画作成の手引き（令和２年６月）」を「要配慮者利用

施設における避難確保計画の作成・活用の手引き（令和

４年３月）」として改定している。このような状況のな

か，要配慮者利用施設の避難確保計画をより実効性の

あるものとするためには，土砂災害に関する専門家に

よる技術的支援が重要と考えられる。 

本研究では，湯沢砂防事務所管内の長野県栄村にお

いて実施中の，栄村地域防災計画に位置づけられてい

る土砂災害警戒区域内の要配慮者利用施設の避難確保

計画策定支援事例を紹介する。 

２．支援対象施設の概要 

支援を行うにあたり，栄村に村内の該当施設の避難

確保計画の策定状況についてヒアリングを行った。そ

の結果，栄村地域防災計画に位置づけられている村内

の土砂災害警戒区域内に位置する要配慮者利用施設は

５施設あり，そのうち４施設が社会福祉施設で１施設

は学校であることが分かった。これらの施設は，現在避

難確保計画が策定されていない状況であり，早期の計

画策定が望ましい状況であることが判明した。村との

協議を踏まえ，表-１に示す社会福祉施設の４施設を対

象に支援を進める方針とした。 

表-１ 支援対象施設の概要 

社会福祉施設の種類 土砂災害の種類 

① 特別養護老人ホーム 土石流 

② 小規模多機能型居宅介護施設 土石流 

③ 通所介護施設 地滑り 

④ 通所介護施設 地滑り 

各施設及び周辺の土砂災害警戒区域・指定避難所の

位置図を図-１に示す（栄村防災マップに加筆）。 

図-１ 支援対象施設の位置図 
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３．支援の概要 

４施設の管理者を対象に，避難確保計画策定に向け

た土砂災害の警戒避難に関する勉強会を栄村と共同で

実施した。勉強会では，土砂災害及び避難確保計画の概

要について説明した上で，他施設の避難確保計画の作

成事例を紹介した。その後，各施設の管理者に，土砂災

害の発生を想定した場合に不安に思うことや実際の避

難について意見をいただき，話し合いを行った。 

開催日時：令和４年 12月 16 日（金） 

支援内容： 

勉 

強 

会 

・土砂災害，土砂災害警戒区域とは

・各施設周辺の土砂災害警戒区域等の指定状況

について

・要配慮者利用施設に関する法改正の状況

・要配慮者利用施設での避難事例

・避難確保計画の作成例について（湯沢町施設の

作成例，参考様式について紹介） 

話し 

合い 

・施設周辺の土砂災害の危険性について

・各施設の避難方法について

写真-１ 勉強会状況 

４．課題の抽出 
4.1．話し合い結果 

勉強会及び話し合いを通じて施設管理者より出され

た意見や課題は以下のとおりである。 

・施設が土砂災害警戒区域に指定されていることは知

っていたが，遠くの山から施設まで土砂がどうやっ

て来るのだろうか疑問に感じていた。土砂は水と一

体となって流れ出ると聞き，納得できた。（施設①） 

・施設周辺に土砂災害特別警戒区域があり，その中の道

を通るのは危険だと感じる。施設利用者は基本的に

通いの人で，職員が移動する際どこが危ないかを知

っておくのは大事だと感じた（施設②） 

・本当に施設まで土砂が到達するのだろうか疑問に感

じる。山からは距離がある。（施設③）

・施設含め，周りも全て土砂災害警戒区域に入っている。

避難先となっている総合センターは周辺の住民も避

難が想定されるため，その場合にパンクしうるので

はないかという懸念がある。（施設④） 

4.2．各施設の避難確保計画について 

各施設における今後の避難確保計画策定に向けた留

意点について表-２にまとめる。 

表-２ 各施設の避難確保計画に関する課題の整理 

土砂災害の危険性 考えられる避難方法 

①
特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム

・土石流の谷出口からは
500m 程度の距離があ
る。土石流の直撃の恐
れは比較的低い（建物
は壊れない・2階まで到
達しない）と考えられ
るが，泥水流出などが
影響する可能性はあ
る。

・千曲川の氾濫による浸
水の恐れもある。

・利用者の安全面を考
慮し，避難所へ避難す
る場合と 2 階建てで
周囲に比べて堅牢な
建物であることから，
緊急的に 2 階へ全員
避難する場合も考え
ておく必要がある。

・2階への全員避難を想
定した準備や訓練も
必要である。 

②
居
宅
介
護
施
設

・土石流の谷出口からは
400m 程度の距離があ
る。土石流の直撃の恐
れは比較的低いと考え
られるが，泥水流出な
どが影響する可能性は
あると考えられる。

・1階建ての建物である
ことから，避難所への
避難や自宅への帰宅
が必要である。 

・豪雨が予想される際
には，早めに利用者を
帰宅させる判断や，閉
所の判断が必要とな
る。

③
通
所
介
護
施
設

・土砂災害警戒区域の境
界付近であり，地滑り
斜面から 200m 程度離
れており，到達に時間
がかかると想定される
ため，直接土砂災害の
影響を受ける危険性は
低いと考えられる。

・豪雨時に即座に避難
する必要性は低いと
考えられるが，地滑り
の前兆現象が発見さ
れた場合など，状況に
応じて避難や閉所の
判断が必要である。

④
通
所
介
護
施
設

・地区一帯が土砂災害警
戒区域に指定されてお
り，避難経路も含め土
砂災害の危険性の検討
が必要である。

・令和３年度に事務所が
支援した地区防災計画
作成の取り組みを行っ
た小赤沢地区内の施設
である。

・地区一帯が土砂災害
警戒区域内であり，避
難にあたっては，施設
だけでなく地区全体
で考えていく必要が
ある。

５．まとめ 

話し合いの結果から，土砂災害警戒区域内に位置す

ることは把握していても，土砂移動現象に対する理解

不足や具体的な現象を想定した避難方法の検討にまで

考えが至らないことが，計画策定の遅れの一因と推測

される。 

また，計画策定後は，定期的に避難訓練等を実施

し，計画を見直し，避難の実効性を高めることが必要

であると思われる。 

湯沢砂防事務所では，令和２年度に湯沢町内の要配

慮者利用施設の計画見直しの支援を実施し，今回は栄

村と連携して支援を行った。今後も，事務所管内の市

町村や新潟県・長野県と連携して要配慮者利用施設の

避難確保計画策定に関する支援を継続していきたい。 
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